
H17.7.5分権・行革特委資料

｢政策企画局｣の設置(H15.4～)

｢政策企画会議｣の設置(H15.4～)

事業体系化・事業評価開始(H14事業分～) H15年度事業評価(H16)　政策・施策評価の実施(H17～)

★中期財政改革基本方針に基づく改革の実施

Ｈ１５年４月再編(地域振興部の設置等)

土木事務所の事業所化など(H16.4～) 福祉事務所の統合など(H17.4～)　総務事務所・農振Ｃ・県土整備事務所の統合など(H18.4～)

農林水産機関の一元所管 連携推進会議による再編等の検討(４機関の統合など：H18.4～)

Ｈ１６年４月実施

職員意識改革の取り組み 新人事評価制度の試行(H16～)・「管理職」導入(H17.6～)

財政健全化指針に基づく収支改善の取組 ★中期財政改革基本方針に基づく改革の実施

（財政健全化指針の策定） （★中期財政改革基本方針の策定：「改革期間H16年度～H18年度」）

事務事業費の削減等
給与ｶｯﾄ(特別職等H16.4～一般職H16.8～)

事務事業の見直し・削減の取組
給与ｶｯﾄの継続、ｶｯﾄ率の引き上げ及び諸手当連動、各種手当て見直し

使用料手数料の見直し 新税の導入(H17.4～産業廃棄物減量税・水と緑の森づくり税)

重点化枠・地域予算枠の設定(H16当初～)

★中期財政改革基本方針に基づく改革の実施

H15年４月から10年間で500人を削減 削減期間を６年間に前倒し(～H24 → H20)⇒１０年間で１０００人の削減に見直し

事務事業の改善･整理 現業業務の縮小(H17年４月から10年間：１６業務 → ６業務)

県職員の市町村「駐在」制度創設(H17.4～)

権限移譲推進計画の策定

人的・財政的(交付金)支援

特別研修拡充・住民協働の講座新設

電子自治体協議会の設置

「島根県県民いきいき活動促進条例(H17年2月議会)」に基づく県民協働の推進

しまね愛県債発行・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ本格実施

全機関のHP開設・HPのﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ化

ＮＰＯガイドラインの策定

電子申請システムの検討・開発

情報化ﾘｰﾀﾞｰの設置・文書ｼｽﾃﾑ運用開始

８つの改革

１．政策企画力を高める改革

２３の推進事項

②政策企画会議の設置

①政策企画部門の強化

③行政評価ｼｽﾃﾑの導入

２．戦略的な組織体制への改革

①本庁機構の再編

②地方機関の見直し

③試験研究機関の見直し

３．組織活力を高める改革

①ﾌﾗｯﾄ化・ｸﾞﾙｰﾌﾟ化等の推進

②組織の活性化

４．財政健全化に向けての改革

①財政運営における目標設定

②歳出規模の適正化と質的改善

③歳入の確保

④柔軟･機動的な予算ｼｽﾃﾑの構築

５．スリムな行政運営への改革

①職員定員の削減

②事務事業の見直し

①権限移譲の推進

②市町村合併への支援

③人材育成への取り組み

②効率的な行政運営(業務改革)の推進

②情報提供機能の強化

③協働のための環境整備

８．ＩＴ(電子県庁)を活用した改革

①質の高い行政ｻｰﾋﾞｽの提供

④情報化の取り組み

｢新行政システム推進計画｣の取組状況【計画期間Ｈ１４～１８年度】　　　　　　　　　　　　　　H17.3月人事課

権限移譲の推進等システム推進計画に基づく取組の継続実施など

県民意見データベースの充実、しまねＮＰＯ活動支援センターによる支援など

内部共通事務処理システムの検討など

H16年度以降の取組（方針）

７．県民との新たな関係への改革

①県民参画の推進

H14・15年度の取組（方針）

６．市町村との新たな関係への改革


